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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　機体に対して揚力及び推力を発生させる羽ばたき動作を行いながら飛行可能な羽ばたき
型飛行機において、
　機体の進行方向前後に延びる胴部と、当該胴部の前側に取り付けられて前記羽ばたき動
作を行うための羽ばたき動作手段と、機体の重心位置の移動によって、飛行時の飛行姿勢
を変化させる重心移動手段とを備え、
　前記重心移動手段は、前記胴部の前端側で揺動可能に取り付けられ、機体の重心位置を
変化させる揺動体を含み、機体が地面に対して水平姿勢で移動する水平飛行モードによる
飛行と、機体が地面に対して垂直姿勢で移動する垂直飛行モードによる飛行とを可能に、
機体の重心位置を移動させ、
　前記揺動体は、前記水平飛行モードでの飛行時に、前記重心位置が前記胴部の前寄りに
位置し、前記垂直飛行モードでの飛行時に、前記重心位置が前記水平飛行モードでの飛行
時よりも前記胴部の後方に位置するように揺動し、
　前記羽ばたき動作手段は、前記水平姿勢時に、揚力中心と機体の重心が前記胴部の前方
上側に位置するように当該前方上側に全て配置されることを特徴とする羽ばたき型飛行機
。
【請求項２】
　前記重心移動手段は、前記揺動体を動作させる重心移動用モータを備え、
　前記揺動体は、基端側が前記重心移動用モータに繋がるアームと、当該アームの先端側
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に固定される錘とからなり、
　前記アームは、前記胴部の前端側を支点として、当該胴部を挟んで前記羽ばたき動作手
段の反対側で前記錘を前記胴部に離間接近させるように、前記胴部の延出方向に対してほ
ぼ直交する方向に揺動することを特徴とする請求項１記載の羽ばたき型飛行機。
【請求項３】
　前記重心移動手段は、前記揺動体を動作させる重心移動用モータを備え、
　前記揺動体は、基端側が前記重心移動用モータに繋がるアームと、当該アームの先端側
に固定される錘とからなり、
　前記錘は、前記水平飛行モードでの飛行を可能にする第１位置と前記垂直飛行モードで
の飛行を可能にする第２位置との間を移動可能に設けられ、
　前記第２位置は、前記第１位置よりも前記胴部の後側で当該胴部に近づくように設定さ
れることを特徴とする請求項１記載の羽ばたき型飛行機。
【請求項４】
　前記垂直飛行モードでは、前記羽ばたき動作の速度調整により、前記垂直姿勢でのホバ
リングをも可能に設けられることを特徴とする請求項１記載の羽ばたき型飛行機。
【請求項５】
　飛行に際する各種の動作制御を行う制御手段を備え、
　前記制御手段は、機体の姿勢を検出するセンサと、当該センサの検出値に基づいて、予
め指定した所望の飛行状態にするように、前記羽ばたき動作と前記重心移動手段の動作を
制御する自動制御機能とを備えたことを特徴とする請求項１記載の羽ばたき型飛行機。
【請求項６】
　前記胴体の後端側に配置された脚部を更に備え、
　前記脚部は、機体の離着陸時に、当該機体を前記垂直姿勢で地面に自立可能に支持する
ことを特徴とする請求項１記載の羽ばたき型飛行機。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、機体に対して揚力及び推力を発生させる羽ばたき動作を行いながら飛行可能
な羽ばたき型飛行機に係り、更に詳しくは、水平飛行モード及び垂直飛行モードの双方の
飛行モードでの飛行を可能にする羽ばたき型飛行機に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、翼部材の打ち上げ動作と打ち下ろし動作を繰り返し行いながら、機体に揚力
と推力を発生させ、当該機体の空中飛行を可能にする羽ばたき型飛行機が知られている（
例えば、特許文献１参照）。このような羽ばたき型飛行機の多くは、飛行中に発生する揚
力を調整しながら姿勢制御を行っており、当該揚力のように空気力学的作用で生じる力は
、機体の飛行速度に依存するため、機体の姿勢制御が難しく、特に、ホバリング等の低速
飛行時には姿勢制御に必要となる力が発生し難い。そこで、特許文献２には、機体の重心
移動を利用して機体の姿勢制御を行える羽ばたき型飛行機が提案されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１０－１８０５９号公報
【特許文献２】特開２０１２－２１８４７４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、前記特許文献１及び２の羽ばたき型飛行機にあっては、鉛直方向に機体
を移動させる垂直飛行を行うことができず、例えば、森林の中やビルの谷間等、周囲に高
い物体が存在する空間内を飛行させるには、大きな制約が生じ、汎用性の高い飛行を実現
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できない。また、前記特許文献１及び２の羽ばたき型飛行機では、地面に対する離着陸を
自力で行うことができず、離着陸のための滑走路やカタパルト等の設備や人力による投げ
上げ、受け取りが必要となり、当該設備を配置できない場所や人間が入れないような場所
での機体の離着陸を行えず、この点においても、飛行機の使用に一定の制約が生じる。
【０００５】
　本発明は、このような課題に着目して案出されたものであり、その目的は、水平飛行及
び垂直飛行による広範な速度帯での飛行を可能にし、各種飛行を広範な状況下にて行うこ
とができる羽ばたき型飛行機を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　前記目的を達成するため、主として、本発明は、機体に対して揚力及び推力を発生させ
る羽ばたき動作を行いながら飛行可能な羽ばたき型飛行機において、機体の進行方向前後
に延びる胴部と、当該胴部の前側に取り付けられて前記羽ばたき動作を行うための羽ばた
き動作手段と、機体の重心位置の移動によって、飛行時の飛行姿勢を変化させる重心移動
手段とを備え、前記重心移動手段は、機体が地面に対して水平姿勢で移動する水平飛行モ
ードによる飛行と、機体が地面に対して垂直姿勢で移動する垂直飛行モードによる飛行と
を可能に、機体の重心位置を移動させる、という構成を採っている。
【０００７】
　なお、本特許請求の範囲及び本明細書において、位置若しくは方向を示す用語は、特に
明記しない限り、図１の姿勢等を基準として、次のように定義する。すなわち、「前」、
「後」は、機体の進行方向における「前」、「後」を意味し、図１において、ｘ軸方向が
進行方向となり、同図中右側が「前」で、同左側が「後」となる。また、「左」、「右」
は、機体の進行方向に対する横方向（図１中ｙ軸方向）について、進行方向における「左
」、同「右」を意味する。更に、「上」、「下」は、図１に表した機体の水平姿勢を基準
とし、図１中ｚ軸方向における「上」、「下」を意味し、水平姿勢時における背中側が「
上」で、同姿勢時において地面に対向する腹側が「下」となる。
【０００８】
　また、本特許請求の範囲及び本明細書において、「機体」とは、羽ばたき型飛行機全体
の総称として用いる。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、羽ばたき動作における揚力の調整によらず、重心移動手段による機体
の重心移動により、羽ばたき動作を行いながら、機体の姿勢を水平姿勢と垂直姿勢との間
で自由に変化させることで、水平飛行モード及び垂直飛行モードによる選択的な飛行が可
能になり、様々な状況下で要求される飛行態様を実現することができる。また、機体の飛
行姿勢を水平姿勢と垂直姿勢との間で連続的に変化させることができ、羽ばたき動作の速
度調整を行いながら、水平飛行による高速飛行から垂直飛行による低速飛行まで、１機の
構成で広範な速度帯での連続飛行が可能になる。また、従来の羽ばたき飛行機では実現で
きなかった垂直姿勢での飛行と、当該垂直姿勢での地面に対する機体の離着陸とが可能に
なるため、例えば、周囲に高い樹木や構造物等の物体が存在するような限られた空間での
飛行も行うことができる。以上により、本発明の羽ばたき型飛行機によれば、様々な状況
下において、広範な速度帯による飛行が可能になる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本実施形態に係る羽ばたき型飛行機を模式的に表した斜視図である。
【図２】（Ａ）～（Ｅ）は、羽ばたき飛行機の飛行動作を順に説明する図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、本発明の実施形態について図面を参照しながら説明する。
【００１２】
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　図１には、本実施形態に係る羽ばたき型飛行機を模式的に表した斜視図が示されている
。この図において、前記羽ばたき型飛行機１０は、機体に対して揚力及び推力を発生させ
る羽ばたき動作に加え、機体の重心位置の移動を行うことにより、空中を水平方向に移動
する水平飛行モードと、空中を鉛直方向に移動する垂直飛行モードとによる飛行を可能に
した構造となっている。なお、図１は、前記水平飛行モードでの機体の姿勢を表している
が、当該水平飛行モードでは、地面に対して機体が水平となる水平姿勢の状態で飛行する
。一方、前記垂直飛行モードでは、地面に対して機体が垂直となる垂直姿勢の状態で飛行
する。
【００１３】
　この羽ばたき型飛行機１０は、機体の進行方向前後に延びる胴部１１と、胴部１１の前
側に配置されて羽ばたき動作を行うための羽ばたき動作手段１２と、胴部１１の後側に取
り付けられる尾翼部１４と、胴部１１の後端部分に取り付けられた脚部１５と、羽ばたき
動作手段１２と尾翼部１４との間となる胴部１１の位置に設けられ、進行方向に対して横
向きに機体の方向変換をするための方向変換手段１６と、羽ばたき動作時における機体の
重心位置の移動によって、前記水平姿勢と前記垂直姿勢との間で飛行姿勢を変化させる重
心移動手段１８と、飛行に際する各種の動作制御を行う制御手段としての制御用ボード１
９とを備えて構成されている。
【００１４】
　前記胴部１１は、特に限定されるものではないが、カーボンロッド等の軽量且つ高強度
の材質の棒材によってフレーム状に形成されており、当該胴部１１を除く前述の構成要素
全てを支持している。
【００１５】
　前記羽ばたき動作手段１２は、羽ばたき翼となる主翼部２１と、主翼部２１の羽ばたき
動作を可能にする羽ばたき機構２２と、羽ばたき機構２２を通じて主翼部２１に羽ばたき
動作をさせる駆動源となる羽ばたき用モータ２３とを備えており、これら全てが胴部１１
の前方上側に配置されるようになっている。
【００１６】
　前記主翼部２１は、合計４枚の翼本体２５と、当該翼本体２５が取り付けられるととも
に、羽ばたき機構２２に繋がる２本のＶ字状のフレーム２７とからなる。
【００１７】
　前記翼本体２５は、進行方向左側で上下一対設けられた左上側の翼本体２５Ａ及び左下
側の翼本体２５Ｂと、進行方向右側で上下一対設けられた右上側の翼本体２５Ｃ及び右下
側の翼本体２５Ｄとからなり、それぞれ同一の形状及びサイズに設けられている。なお、
これら翼本体２５Ａ～２５Ｄは、前記羽ばたき動作によって揚力及び推力を発生させるこ
とができる限りにおいて、種々の形状や材質等を採用することができる。本実施形態の翼
本体２５Ａ～２５Ｄは、特に限定されるものではないが、ポリエチレン製のフィルムによ
り形成され、直線状縁と円弧状縁とを有する楕円扇形の形状となっている。
【００１８】
　前記フレーム２７は、左下側及び右上側の翼本体２５Ｂ，２５Ｃが取り付けられる第１
のフレーム２７Ａと、左上側及び右下側の翼本体２５Ａ，２５Ｄが取り付けられる第２の
フレーム２７Ｂとにより構成される。なお、これらフレーム２７Ａ，２７Ｂについても、
特に限定されるものではないが、カーボンロッド等の軽量且つ高強度の材質の棒材で形成
される。
【００１９】
　前記第１のフレーム２７Ａは、中央部分Ｃを挟んで図１中奥行側となる左側部分に、左
下側の翼本体２５Ｂの直線状縁が取り付けられ、中央部分Ｃを挟んで同手前側となる右側
部分に、右上側の翼本体２５Ｃの直線状縁が取り付けられる。
【００２０】
　前記第２のフレーム２７Ｂは、前記左側部分に、左上側の翼本体２５Ａの直線状縁が取
り付けられ、前記右側部分に、右下側の翼本体２５Ｄの直線状縁が取り付けられる。
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【００２１】
　これらフレーム２７Ａ，２７Ｂは、それらの中央部分Ｃが胴部１１の前端側に相対回転
可能に取り付けられるとともに、相互に異なる向きで胴部１１の前後にシフトして設けら
れており、後述するように、翼本体２５による羽ばたき動作を左右同一に行えるように構
成されている。
【００２２】
　前記羽ばたき機構２２は、各フレーム２７Ａ，２７Ｂにそれぞれに繋がっており、相対
する上下の翼本体２５を左右同じ動きで離間接近させるように、中央部分Ｃを中心に各フ
レーム２７Ａ，２７Ｂをそれぞれ揺動させるクランク機構により構成される。このクラン
ク機構は、図示を簡略化しているが、クランク軸、ギア、回転軸等からなる公知の構造か
らなり、本発明の本質部分でないため、構造の詳細な説明を省略する。
【００２３】
　前記羽ばたき用モータ２３は、その駆動により、羽ばたき機構２２から主翼部２１に動
力が伝達され、主翼部２１による後述の羽ばたき動作が可能となる。本実施形態では、こ
の羽ばたき用モータ２３としてＤＣモータが用いられている。
【００２４】
　以上の構成の羽ばたき動作手段１２では、羽ばたき機構２２の構造により、羽ばたき用
モータ２３が駆動すると、次のように、主翼部２１で羽ばたき動作が行われることになる
。
【００２５】
　すなわち、羽ばたき用モータ２３が駆動すると、翼本体２５の打ち上げ動作と打ち下ろ
し動作が、左右それぞれ同一のタイミングで繰り返し行われ、上側の翼本体２５Ａ，２５
Ｃが相対する下側の翼本体２５Ｂ，２５Ｄに対し離間接近する。このとき、各翼本体２５
Ａ～２５Ｄの後縁側となる円弧状縁は、他の部材に接続されていないことから、各翼本体
２５Ａ～２５Ｄが後方にはためきながら、後方への空気の流れを生じ、この流れが機体を
前方に推進させる推力となる。加えて、当該羽ばたき動作により、翼本体２５付近に生成
される渦等の流体作用によって、機体に対する揚力が発生する。なお、この際の揚力中心
は、翼本体２５の近傍における胴部１１のやや上方に位置することになる。
【００２６】
　なお、前記羽ばたき動作手段１２としては、前述の構成に限定されることなく、前述の
羽ばたき動作を行える限りにおいて、種々の構造や構成を採用することができる。
【００２７】
　前記尾翼部１４は、胴部１１の後端部分の左右両側に配置された水平尾翼２９と、これ
ら水平尾翼２９の間に起立配置された垂直尾翼３０とからなり、それぞれ胴部１１に対し
て相対移動不能に固定されている。なお、前記尾翼部１４は、後述する飛行を可能にする
ように、空気力学等を考慮した形状及び材質によって形成されている。
【００２８】
　前記脚部１５は、カーボンロッド等の棒材によって３脚状に形成されており、図２（Ａ
）、（Ｅ）に示されるように、羽ばたき動作手段１２側を同図中上側にした垂直姿勢によ
り、地面Ｇ上で機体を自立できるように構成されている。また、脚部１５には、垂直姿勢
による地面Ｇへの着陸時に、当該着陸によるバランスの崩れや衝撃を吸収し、前記自立を
可能にする弾性を付与することが好ましい。
【００２９】
　前記方向変換手段１６は、図１に示されるように、方向変換用モータ３２によって駆動
するプロペラ３３の正逆回転により、機体を進行方向に対して横方向（同図中ｚ軸回り）
に旋回させることで、機体の進行方向の変更や姿勢維持を可能に機能する。
【００３０】
　前記重心移動手段１８は、胴部１１の前端側で揺動可能に取り付けられ、機体の重心位
置を変化させる揺動体３５と、揺動体３５を動作させるサーボモータからなる重心移動用
モータ３６とにより構成される。
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【００３１】
　前記揺動体３５は、基端側が重心移動用モータ３６に繋がるアーム３８と、アーム３８
の先端側に固定される錘３９とからなり、前記水平飛行モードでの飛行時に、機体の重心
位置を胴部１１の前寄りに位置させる一方、前記垂直飛行モードでの飛行時に、水平飛行
モードでの飛行時よりも前記重心位置を胴部１１の後方に位置させるように揺動する。
【００３２】
　前記アーム３８は、重心移動用モータ３６の駆動により、胴部１１の前端側を支点とし
て、胴部１１を挟んで羽ばたき動作手段１２の反対側で錘３９を胴部１１に離間接近させ
るように、胴部１１の延出方向に対してほぼ直交する方向、すなわち、図１中ｘｚ面に沿
って上下方向に揺動する。
【００３３】
　前記錘３９は、前述の各種モータ２３，３２，３６や制御用ボード１９に対して電力を
供給するバッテリーからなる。当該錘３９は、アーム３８の揺動により、前記水平飛行モ
ードでの飛行を可能にする図１中実線の第１位置と、前記垂直飛行モードでの飛行を可能
にする同図中一点鎖線の第２位置との間で移動可能に設けられる。この第２位置は、前記
第１位置よりも胴部１１の後側で胴部１１に近づくように設定される。すなわち、錘３９
は、胴部１１の前端側を中心として、前記第１位置と前記第２位置との間で、上下方向に
回転移動することで、機体の重心位置を変化させることが可能になる。本実施形態におい
ては、前記第１位置が、胴部１１よりもやや上方となる中央寄りの位置とされ、前記第２
位置が、胴部１１よりも下方で胴部１１との最短距離が最も離れる機体の前端側の位置と
される。
【００３４】
　前記制御用ボード１９は、図示省略した操作装置等からの操作者からの操作指令に対応
し、前記各モータ２３，３２，３６への駆動制御を行えるようになっており、前記操作装
置からの操作指令信号を受信可能な無線モジュールや各種の電子部品からなる処理回路等
を含むコンピュータにより構成される。また、この制御用ボード１９は、羽ばたき機構２
２の近傍となる胴部１１の上側に配置される。
【００３５】
　なお、以上の構成の羽ばたき型飛行機１０について、各構成要素のサイズ、重量、設置
位置等の詳細な仕様に関しては、後述する飛行動作を実現可能となるようにそれぞれ設定
される。
【００３６】
　次に、図２を用いて、前記羽ばたき型飛行機１０の飛行動作につき説明する。
【００３７】
　先ず、羽ばたき型飛行機１０が、図２（Ａ）に示されるように、垂直姿勢で地面Ｇに自
立した状態から、羽ばたき用モータ２３の駆動によって、主翼部２１の羽ばたき動作が開
始される。この際、相対する翼本体２５の接近によって、これら翼本体２５の間の空気が
地面Ｇの方向に流れ、この空気の流れによる上昇力によって、機体が上昇して垂直飛行モ
ードでの飛行が可能になる。この垂直飛行モードの際、錘３９は、重心移動用モータ３６
の駆動によって、胴部１１の中央付近で近づく前記第２位置とし、機体の重心位置を胴体
１１の中央寄りに移動させる。これにより、前記上昇力の他に羽ばたき動作によって生じ
る力のモーメントがキャンセルされ、垂直姿勢を維持したまま機体を上昇させることが可
能となる。この際、機体の姿勢が横方向に傾いたときには、方向変換手段１６が用いられ
、方向変換用モータ３２の駆動により、当該姿勢を矯正する方向にプロペラ３３を回転さ
せることで、機体の垂直姿勢が維持される。
【００３８】
　また、羽ばたき動作の速度を調整することで、羽ばたき型飛行機１０を垂直姿勢のまま
ホバリングさせることができ、この際の姿勢維持にも方向変換手段１６が用いられる。
【００３９】
　羽ばたき型飛行機１０が垂直飛行モードで上昇し、所望の高さに達してから水平飛行モ
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ードに移行する際には、重心移動用モータ３６の駆動によって錘３９を回転移動し、錘３
９を前記第２位置から前記第１位置に移動させる。これによって、機体の重心位置が胴部
１１の前方に徐々に移動し、図２（Ｂ）、（Ｃ）に示されるように、主翼部２１側となる
機体の前側が地面Ｇ側に次第に傾きながら、機体が水平姿勢に移行する。この際、主翼部
２１での羽ばたき動作は継続されており、垂直飛行モードから水平飛行モードに連続的に
移行しながら、羽ばたき飛行機１０が前方に飛行することになる。この水平飛行モードで
は、主翼部２１の羽ばたき動作によって揚力と推力が働き、機体を所望の位置に移動させ
る水平飛行が可能になる。この際、風等の外乱によって、機体の進行方向が所望の方向か
らずれたときや、機体の進行方向を変更したいときには、方向変換手段１６が用いられる
。
【００４０】
　羽ばたき型飛行機１０が水平飛行モードで空中移動し、所望の位置に達したら、重心移
動用モータ３６を駆動させ、前述と逆の手順で、錘３９を水平飛行モードのときの前記第
１位置から垂直飛行モードのときの前記第２位置に移動させる。すなわち、このとき、機
体の重心位置が前端側から後方に徐々にシフトするように錘３９が移動し、図２（Ｄ）、
（Ｅ）に示されるように、機体が、水平姿勢から次第に尾翼部１４側を地面Ｇ側に下げな
がら垂直姿勢に移行することになる。この際、主翼部２１での羽ばたき動作を調整しなが
ら、機体を徐々に降下させ、垂直姿勢のまま脚部１５から地面Ｇに着陸させる。
【００４１】
　従って、このような実施形態によれば、飛行速度に依存する揚力の大きさを調整するこ
となく、機体の重心移動を用いて、一連の動作で垂直飛行と水平飛行とが共に可能になる
とともに、自立での垂直離着陸も可能となり、幅広い用途の飛行体として利用することが
できる。
【００４２】
　また、揺動体３５以外に羽ばたき型飛行機１０の重量の大部分を占める羽ばたき動作手
段１２及び制御用ボード１９が、胴部１１の前端側上部に設けられているため、揺動体３
５を除く各種部材による重心を翼本体２５の存在する当該上部付近に位置させ、当該重心
位置を翼本体２５の羽ばたき動作による揚力中心に近けることができ、羽ばたき型飛行機
１０に作用するモーメントの影響等を少なくし、揺動体３５の動作での重心移動による飛
行制御をより簡単且つ確実に行うことができる。
【００４３】
　なお、前記実施形態では、図示しない操作装置による操作者のマニュアル操作により、
各種態様で羽ばたき型飛行機１０を飛行させるようにしたが、制御用ボード１９に、機体
の姿勢を検出する姿勢センサ、加速度センサ、位置センサ等を設け、当該各センサからの
検出結果によるフィードバック制御により、予め指定した所望の飛行状態を維持できるよ
うに、各モータ２３，３２，３６の駆動制御による羽ばたき動作制御を自動で行う自動制
御機能を制御用ボード１９のコンピュータに設けることも可能である。
【００４４】
　その他、本発明における装置各部の構成は図示構成例に限定されるものではなく、実質
的に同様の作用を奏する限りにおいて、種々の変更が可能である。
【符号の説明】
【００４５】
　１０　羽ばたき型飛行機
　１１　胴部
　１２　羽ばたき動作手段
　１５　脚部
　１８　重心移動手段
　１９　制御用ボード（制御手段）
　３５　揺動体
　３６　重心移動用モータ
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　３８　アーム
　３９　錘

【図１】 【図２】
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